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  歳入徴収官は債権発生の通知を受けた場合、債権の調査決定を行い債務者へ納入告知書を 

発行して徴収を行う。納入告知書には法令その他定めのある場合を除き調査決定から20日以 

内に納付するよう納付期限が定められているが、期限内に納付されていないことが多い。そ 

の結果、職員は催促等の対応を行わなければならず業務上の負担につながっている。 

なぜ期限内に納付されないのか、期限内納付を推進するためには何が必要なのか、債務者 

からの声をもとにその方法について提案する。 

 

キーワード 債権、歳入、納付率向上、納入告知書  
 

1.  債権について 

 

(1)   債権の種類 

 はじめに、債権には色々な種類があるが、「道路管理

者」から債権発生の通知を受ける債権は以下のとおりと

なる。 

① 道路占用料（写真1） 

・道路上に一定の施設を設置し、継続して道路を 

使用する料金 

  ・看板、日よけ、足場、アーケード など 

② 道路附属物復旧負担金（写真2） 

・事故による道路損傷の復旧費用を原因者に負担 

させるもの 

  ・ガードレール、照明灯、標識の損傷など 

③ 特車許可手数料 

・道路構造保全のため、通行禁止している（特殊 

 車両）の許可申請に伴う手数料 

  ・オンライン申請、窓口申請がある 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（写真1 道路占用物件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（写真2 道路附属物損傷） 

 

(2)  道路法第73条が適用される債権 

 道路占用料、道路附属物復旧負担金については、納付

期限内に納付されなかった場合は、道路法第73条第1項

の規定により督促状発行を行い滞納処分により財産差押

まで行うことができる。（滞納処分については「２．

（４）」で説明） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料1 納入告知書） 



(3)  納付までの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)  納付方法 

 債務者が納付する方法は以下のとおり 

① 金融機関窓口での納付 

  ・従来の納付方法 

  ・窓口へ出向いて現金にて納付 

② ペイジーでの納付 

  ・インターネットバンキング 

  ・ペイジー対応のＡＴＭ 

③ 事務所へ現金持参（収入官吏） 

・収入官吏が日本銀行（代理店）へ払込 

 

２.  期限内に納付がされなかった場合の対応 

（1）電話や文書による催促 

 納付期限を過ぎても納付がされなかった場合は、まず

電話や文書での納付の催促を行う。 

 大抵の場合は、この段階で納付されるのがほとんどで

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料2 相手方への送付文書（例）） 

 

（2）臨戸による催促 

 電話や文書の催促でも納付しない場合又は連絡がつか

ない場合は相手方宅へ臨戸して催促を行う。 

 但し、確実に会えるとは限らず何回も臨戸して納付し

てもらうこともある。 

 また、近隣であればよいが遠方であれば定期的な臨戸

は難しいのが現状。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（写真3 臨戸での督促（イメージ）） 

 

（3）督促状 

 電話督促等を重ねても納付の意思が確認できない場合

は納入告知書の納付期限から50日以内（九州地方整備局

での取扱）には関係法令（道路法第73条第1項など）に

基づき督促状を発行する。 

 また「督促状」記載の納付期限（発行日の翌日から30

日以内）経過後は延滞金（年率10.75%）も発生する。 

 ※延滞金も発生することから「督促状」を発行する前

に債務者への事前通知が重要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料3 相手方への督促状発行前 送付文書（例）） 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料4 督促状） 

 

（4）滞納処分 

 「督促状」発行後も納付の意思が確認できない場合は 

国税滞納処分の例により、債権の自力執行ができるこ

とになっており、裁判所等を介さずに財産調査を行い、

財産の差押え、強制徴収できるものとなっている。（道

路法第73条第1項及び第3項など） 

 そのため、滞納処分を検討するにあたっては関係部署

との事前協議を行い慎重な対応が必要となる。 

 なお、現在のところ鹿児島国道事務所の実績はない。 

 

３.  鹿児島国道事務所の実態 

 

（1）事務所での債権発生件数 

 道路管理者から債権発生通知を受けた2021年度の債権

発生件数の約25％が道路法73条適用される道路占用料及

び道路付属物復旧負担金債権である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料5） 

 

（2）期限内に納付がなかった件数 

 道路占用料と道路附属物損傷に関しては、納付期限を

過ぎて納付されることが多い。資料６は道路占用料と道

路附属物損傷の期限内の納付状況を表しており、約32％

が納付期限を過ぎての納付となっている。 

 なお、特車許可手数料に関しては、手数料の納付後に

許可証発行となるため、納付期限を過ぎることは少ない。 

 また、資料７は期限内未納付のうち納付期限から納付

までに要した日数を表している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料6） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料7） 

３．期限内に納付できなかった債務者の声 

 前述で述べたとおり、2021年度発生の債権のうち約３

割は納付期限を過ぎての納付となっている。そこで、な

ぜ納付期限内に納付できなかったのかを督促時に債務者

から聴いた内容を記載する。 

 

「金融機関が空いている時間に窓口へ行く時間がない」  

「近隣に金融機関がないため払いにいけない」 

「納付が100円のためだけに金融機関に行くのがちょっ

と…」 

「振込では払えないか」 

「公共料金などはコンビニ払いができるのになぜできな 

 いのか」  など 

 



４.  期限内の納付を促進するためには 

 期限内に納付してもらうことは当然のことであるが、
債務者からの声を聞いた結果、納付する手段が限られて
いることが期限内での納付が滞っている一因となってい
る。 
 そのため、納付率をあげるための手段として、納付方
法の多様化が効果的と思われる。 
 

（1）コンビニ払いでの納付 

 債権者から「コンビニ払いで納付できないか」という
声を一番よく聞く。地方へ行くと金融機関の数も少なく
なり納付のために遠方にある金融機関に行くが大変との
ことである。そのため、コンビニであれば金融機関に比
べて店舗数も多く 24 時間対応可能であることもあり時
間を気にすることもないため、コンビニで納付すること
ができるようになれば納付率向上につながるかと思われ
る。 
（納付事例）公共料金、自動車税、固定資産税、市県民
税など 
 

（2）スマホ決済を活用 

 公共料金や一部の税金は納付書に記載のバーコードや
QR コードをスマホアプリで読み込んで決済することが
できる。そのため、家にいながら納付してもらうことが
可能であり、仕事が忙しくついつい納付期限を過ぎてし
まうという方は納付しやすくなる。また、今の時代に即
した納付方法といえるかもしれない。 
（納付事例）公共料金、自動車税、固定資産税、市県民
税など 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（資料8 払込票とスマホ決済画面） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

（3）口座振替（引き落とし） 

 看板など継続的な占用物件は毎年度、占用料を納付し

てもらうため、口座振替で対応してもいいのではないか

と思われる。 

（納付事例）公共料金、自動車税、固定資産税、市県民

税など 

 

（4）カード払い 

 高額となり分割納付になってしまうことが多い道路付

属物復旧費に特に有効かと思われる。国にとっては一括

納付となり、債務者は分割払いができる。 

 

（5）長期優良納付者への優遇措置（道路占用料） 

 毎年度、納付期限内に納付している長期優良納付者に
対して、債務額の減額措置や何かしらのポイントを付与
するなど特典があるようにすれば、納付期限内に収めよ
うと思う気持ちを促進する要因につながるかもしれない。 
 

５．おわりに 

 前述したとおり、現在は公共料金も含め支払い方法が
多様化しており、納付者自身が自由にそれを選べる環境
である。にもかかわらず、今回取り上げたものをはじめ
とする国の債権は、「ペイジー」という支払い方法はあ
るものの従来からの納入告知書を利用した金融機関での
支払いが中心になっている。 
 催促等の職員の業務負担軽減に限らず債務者の支払い
手続きにおける煩わしさの意識を減らすためにも、債務
者が自由に選択できる支払い方法を提供していく必要が
あるのではないかと考える 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


